
 

 

平成２７年４月３０日 

日本原子力発電株式会社 

 

 

平成２７年度 東海発電所・東海第二発電所の年間主要事業計画について 

 

 当社は、本日、原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書（安

全協定）に基づき、平成２７年度の「東海発電所・東海第二発電所の年間主要

事業計画書」を関係自治体へ提出しました。 

 提出した「年間主要事業計画書」の概要は、別紙のとおりです。 

 

（別 紙） 

平成２７年度 東海発電所・東海第二発電所の年間主要事業計画書の概要 

 

 

以 上 

 

 

  

 



平成２７年度 東海発電所・東海第二発電所の年間主要事業計画書の概要 

 

１．主要事業の概要 

（１）東海発電所 

熱交換器の解体撤去等、引き続き廃止措置工事を安全第一で着実に実

施・継続する。また、低レベル放射性廃棄物のうち放射能レベルの極め

て低いもの（L3）の埋設施設の設置に関しては、地域の皆様のご理解を

得ながら、必要な手続き等具体的計画の実施に向けて取り組む。 

 

（２）東海第二発電所 

平成２３年５月２１日から第２５回定期検査を実施しているが、停止期

間が長期化していることから、原子炉施設保安規定に基づく保全計画を

策定し、発電所機器の維持・管理に努めている。 

また、発電用原子炉施設の「新規制基準」への適合性について、昨年５

月２０日に原子力規制委員会へ設置変更許可申請書を提出した。今後も

審査に適切に対応するとともに、審査状況等を踏まえ、基準に適合すべ

く関連設備の工事を進める。なお、審査内容や結果等については、地元

自治体及び地域の皆様に対して誠意をもって十分に説明していく。 

 

２．平成２７年度の東海第二発電所の運転計画 

・発電電力量：未定 

・定期検査  ：平成２３年５月２１日開始 

（燃料装荷時期及び定期検査終了日は未定） 

 

３．主な工事等 

（１）東海発電所  

１）廃止措置工事 

熱交換器等の撤去工事を継続する。「放射性物質として扱う必要のな

い物（クリアランス物）」については、引き続き再生利用等資源の有効

活用に取り組んでいく。           （添付資料－１参照） 

２）低レベル放射性廃棄物埋設施設の設置 

放射能レベルの極めて低いもの（L3）の埋設施設の設置に関しては、

地域の皆様のご理解を得ながら、必要な手続き等具体的計画の実施に向

けて取り組んでいく。 

・埋設事業許可申請  平成２７年度（予定） （添付資料－２参照） 

 

（２）東海第二発電所  

１）使用済燃料乾式貯蔵設備の増強工事 

貯蔵容器２４基中１７基の製作が完了しており、今年度は第四期工事

分の貯蔵容器４基ならびに第五期工事分の２基について製作を継続す

る。 

別 紙 



２）新規制基準の適合性について（安全対策設備の設置） 

新規制基準への適合性については、自治体及び原子力規制委員会の 

審査等に適切に対応するとともに、審査状況等を踏まえ、基準に適合す

べく関連設備の工事を進める。    （添付資料－３，４，５参照） 

 

４． 燃料等輸送計画 

 （１）新燃料、使用済燃料 

・輸送計画はない。 

 （２）低レベル放射性固体廃棄物 

   ・輸送計画はない。 

 

５．添付資料 

添付資料－１ 東海発電所 廃止措置実施状況  

添付資料－２ 東海発電所 低レベル放射性廃棄物埋設施設概要 

添付資料－３ 東海第二発電所 安全対策設備の設置例（防潮堤） 

添付資料－４ 東海第二発電所 安全対策設備の設置例 

（炉心損傷防止対策例） 

添付資料－５ 東海第二発電所 安全対策設備の設置例 

（格納容器破損防止対策・放射性物質 

放出抑制対策例） 

 

以 上 

 



 

 

東 海 発 電 所  廃 止 措 置 実 施 状 況  

 
廃 止 措 置 工 程  
 

 
 

解 体 概 念 図  

：解体撤去済み：解体撤去対象  

熱 交 換 器 等 の 撤 去  
（ 平 成 ２ ７ 年 度 は ， ３ 号 機 及 び  

４ 号 機 の ガ ス ダ ク ト 及 び １ 号  

熱 交 換 器 の 撤 去 ）  

添 付 資 料 － １  



 

東 海 発 電 所  低 レ ベ ル 放 射 性 廃 棄 物 埋 設 施 設 概 要  

 

 

＜ 埋 設 施 設 候 補 地 ＞  

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 埋 設 施 設 断 面 概 要 図 ＞  

 

Ｎ

国 道 ２ ４ ５ 号

東 海 発 電 所 ， 東 海 第 二 発 電 所

覆 土 厚 さ 約2.5m 
▽ 地 表 面

地 下 水 面

廃 棄 物  約 4m

約 80m 

約 100m 

矢 板  
矢 板  Ｈ 形 鋼

添 付 資 料 － ２  

埋 設 事 業 許 可 申 請  平 成 ２ ７ 年 度 （ 予 定 ）



敷地高さ：標高＋８ｍ

東海第二発電所
東海発電所

（廃止措置中）

海水ポンプ室
敷地高さ：標高＋３ｍ

東海第二発電所 安全対策設備の設置例（防潮堤）

防潮堤の高さ
海岸線 ：標高＋２０ｍ
敷地側・背面：標高＋１８ｍ

添付資料－３

1敷地全体 断面イメージ図

海水ポンプ室 前面イメージ図

取水口

海水ポンプ室

取水口

防潮堤（海水ポンプ室前面）

全長：約２６０ｍ

防潮堤（敷地全体）

全長：約２０００ｍ

セメント固化盛土

イメージ図

現地盤 工事用兼管理用道路 工事用兼管理用道路

アスファルト舗装

安定処理工



東海第二発電所 安全対策設備の設置例
（炉心損傷防止対策例）

代替の高圧注水手段 減圧の信頼性向上

常設高圧代替注水ポンプ設置
予備水源の増強蓄電池増強

窒素発生装置配備予備高圧窒素

ガスボンベ配備

常設代替

高圧電源装置

可搬型代替

低圧電源車

代替電源の確保

原子炉建屋

添付資料－４

除熱手段の確保

可搬型代替注水

中型ポンプ配備

淡水貯水池設置

復水貯蔵

タンク

代替の低圧注水手段

可搬型代替注水

中型及び消防

ポンプ配備

淡
水
貯
水
池
の
水

又
は
海
水

常設低圧代替

注水ポンプ設置海

格納容器

原子炉

圧力

容器



水素の処理

静的触媒式水素

再結合器設置

原子炉格納容器からの

漏えい防止 格納容器頂部

原子炉建屋

放射性物質の拡散抑制

可搬型代替注水大型
ポンプと放水ノズル

炉心の著しい損傷が発生した場合において 格納容器

東海第二発電所 安全対策設備の設置例
（格納容器破損防止対策・放射性物質放出抑制対策例）

添付資料－５

格納容器への

スプレイ

格納容器下部

への注水

漏えい防止
への注水

復水貯蔵

タンク
可搬型代替注水

中型ポンプ配備

淡
水
貯
水
池
の
水

又
は
海
水

常設低圧代替

注水ポンプ設置
海

格納容器

原子炉

圧力

容器

炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器
の過圧破損，並びに水素爆発による格納容器の破損を
防止するため，格納容器圧力逃がし装置を設置する。

・格納容器からの排気ガスに含まれる，放射性

物質を低減できるフィルタ装置を設置

（粒子状放射性物質除去効率９９．９％以上）

格納容器圧力逃がし装置

（フィルタ付ベント装置）
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